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2050年の日本を支える貨物鉄道の挑戦～もっと、地球と地域のために～

鉄道貨物輸送が担ってきた役割と今後への期待

2023.12.20

敬愛大学 根本敏則



発表内容

1 鉄道貨物輸送が担ってきた役割

1－1 分析視点：ロジスティクス高度化による流通イノベーション

1—2 明治期における北前船の代替、輸出・国内産業の振興

1－3 戦前の石炭から戦後の4セへ

1－4 車扱からコンテナ輸送へ

2 鉄道貨物輸送を支える制度

2－1 分岐視点：料金水準・ダイヤ配分・モーダルシフト

参考－1 欧州における交通インフラ課金原則

2－2 日本・ドイツの線路使用料・ダイヤ配分

参考－2 ドイツ線路使用料

2－3 整備新幹線に伴う支援制度：貨物調整金

参考－3 ドイツ大型車CO２課金収入の鉄道への投資

3 社会の要請に応える鉄道貨物輸送

3－1 分岐視点：物流労働生産性の向上・脱炭素

3－2 他モードとの連携によるボトルネックの解消

3－3 鉄道へのモーダルシフトによる物流労働生産性の向上・脱炭素

４ まとめ
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１－１ 分析枠組：ロジスティクス高度化による流通イノベーション

イノベーション：新製品、新生産方法、新組織、新販路、新調達先
（シュムペーター（1977） 『経済発展の理論』 ）

ロジスティクス：製品の生産・販売に連動した在庫方法・輸送方法
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1―2 明治初期に最盛期を迎える北前船

上り貨物：鰊粕（魚肥）、昆布、身欠
きニシン、米

下り貨物：生活物資（木綿、米、酒）、
塩（魚の塩蔵などに利用）

北前船：日本海沿岸諸港から瀬戸
内海を経由して大阪に向かう航路で
活躍した廻船。特徴として、船主が商
品を買い付け、それを販売することで
大きな利益を享受。江戸期に米輸送
から始まり、明治初期に最盛期を迎
える。

主な北前船寄港地

出典：日本財団 図書館 https://nippon.zaidan.info/seikabutsu/2004/00084/contents/0006.htm
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青森までの
東北本線全通

通信手段、交通手段（鉄道）の発達で衰退した北前船



7

1―2 明治期における輸出・国内産業の振興

群馬県南西部
埼玉県北西部

横浜港
（生糸が主要輸出品）

神戸港
（綿花を輸入し
綿糸を輸出）

日本海と太平洋が鉄道で繋がる
日本海側の産物を畿内に運ぶ

筑豊炭田

石狩炭田

小樽港
(石炭の搬出港)

(本土との
物資中継地)

若松港
(石炭の搬出港)

大阪
東洋のマンチェスター

(1890年代～)

長崎
(高島)

石炭輸出（上海、香港）

・北関東は、輸出用生糸の
約75％を生産

・生糸は運賃負担力の高い
品目で、鉄道会社にとっ
て、重要な収益源

関正寿・増渕文男「わが国初めての民鉄
（高崎線）と行田市の関わり」
ものづくり大学紀要(2013)

主要輸出品上位6品目
-1897年-

1 生 糸

2 綿 糸

3 石 炭

4 絹織物

5 茶

6 銅

奥和義「明治後期の日本貿易の発展」
京都大学經濟論叢(1988)より筆者作成

出典：『写真で見る貨物鉄道百三十年』日本貨物鉄道株式会社(2007)を基に筆者作成
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1―2 明治期における輸出・国内産業の振興

主要輸出品上位6品目
-1907年-

1 生 糸

2 絹織物

3 綿 糸

4 銅

5 石 炭

6 綿織物

横浜港
（生糸が主要輸出品）

神戸港
（綿製品が
主要輸出品）

群馬県南西部
埼玉県北西部

長野県
諏訪地方

長野県
上田地方

大阪
東洋のマンチェスター
動力源は筑豊石炭

(1890年代～) 大都市間輸送

大都市間輸送

都市間輸送

都市間輸送

筑豊炭田

釧路炭田

石狩炭田

若松港
(石炭の搬出港)

小樽港
(石炭の搬出港)

(本土との
物資中継地)

青函連絡船
1908年3月開業

長崎

石炭輸出（上海、香港）

出典：『写真で見る貨物鉄道百三十年』日本貨物鉄道株式会社(2007)を基に筆者作成

奥和義「明治後期の日本貿易の発展」
京都大学經濟論叢(1988)より筆者作成

・糸だけでなく、織物も輸出
・紡績機の動力源は石炭。

内航海運、鉄道で輸送。



9

1―2 明治期における輸出・国内産業の振興

筑豊の石炭搬出輸送手段

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

18
80

18
81

18
82

18
83

18
84

18
85

18
86

18
87

18
88

18
89

18
90

18
91

18
92

18
93

18
94

18
95

18
96

18
97

18
98

18
99

19
00

19
01

19
02

19
03

19
04

19
05

19
06

19
07

19
08

19
09

19
10

19
11

19
12

19
13

19
14

19
15

19
16

19
17

19
18

19
19

19
20

19
21

19
22

19
23

19
24

19
25

19
26

19
27

19
28

19
29

19
30

％

水 運
遠賀川- 若松港

鉄 道
- 若松駅
- 戸畑駅

筑豊鉄道の開業

筑豊鉄道と
九州鉄道が

合併
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H.P.(https://www.mizu.gr.jp/archives/44_tankou.html)を基に筆者作成
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出典：本川裕『社会実情データ図鑑』、国土交通省、『自動車輸送統計年報』国土交通省、『鉄道輸送統計年報』国土交通省、
『内航船舶輸送統計年報』国土交通省、『航空輸送統計年報』国土交通省、西川俊作他『日本経済の200年』(1996)を基に筆者作成

貨物輸送の輸送機関分担率と鉄道分担率に影響を与えた外的要因

1－3 戦前の石炭から戦後の4セへ

北前船の終焉

高速道路の
供用延長増

戦争による
船舶損失

船舶建造戦後復興を支えた鉄道
エネルギー革命

%



11出典：『貨物鉄道百三十年史』日本貨物鉄道（2007）を基に筆者作成

戦前の主要品目：石炭、木材・チップ、米

1－3 戦前の石炭から戦後の4セへ
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戦後の主要品目：石炭、石油、石灰石、セメント

1－3 戦前の石炭から戦後の4セへ
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木材チップ 石炭 石灰石 セメント 石油 紙・パルプ

石炭
コンテナ列車の
運行開始(1959)

石油

JR貨物発足
(1987)

セメント

石灰石

(1,000トン)

出典：『貨物鉄道百三十年史』日本貨物鉄道（2007）を基に筆者作成

終戦(1945)



13出典：『貨物鉄道百三十年史』日本貨物鉄道（2007）を基に筆者作成

国鉄末期に貨物が鉄道からトラックにシフトした要因

1. 内的要因
運賃：1873年の開業当初から、貨物の価格（負担力）に応じて、運賃に差異を設ける制度。
例えば、石炭が安く、家電など工業製品が高い差別価格。1960年時点でも、貨物は14種類
に分類され、等級別賃率の最大と最小で2倍の格差が存在。
その後、賃率の高い貨物がトラックへシフトしたため、等級は削減され、格差も縮小。

消費者物価を上回る運賃の値上げ

1970年代労働争議頻発、象徴的な
のは1975年「スト権スト」

→安定した輸送を期待できないこ
とから、貨物はトラックへシフト

2. 外的要因
エネルギー革命（1965～）

→国内石炭輸送から海外から原油輸入
高速道路の供用区間増加（1970～）

→中長距離輸送もトラック輸送が可能に
→宅配便革命（ミルクラン集配＋大型トラック幹線輸送）で、翌日配送実現

車扱い運賃

コンテナ運賃

消費者物価
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1―4 車扱からコンテナ輸送へ

鉄道貨物輸送量（トンキロ）の推移

出典：国土交通省「今後の鉄道物流のあり方に関する検討会」会合資料（2022）



15出典：JR貨物資料を基に筆者作成

1―4 車扱からコンテナ輸送へ
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コンテナ輸送品目（JR貨物発足後）：積合せ貨物、食料工業品、紙・パルプ

JR貨物発足
(1987)
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車扱い輸送品目（JR貨物発足後）：石油

1―4 車扱からコンテナ輸送へ
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２－１ 分析視点：料金水準・ダイヤ配分・モーダルシフト

① 料金水準（運賃・線路使用料）：

「消費者・荷主の利用を促す最低限の
料金」

vs
「税にたよらない利用者だけで総費用
を負担する料金」

② ダイヤ配分：

「インフラを有効利用するために、高
速・大容量の列車を優先」

③ モーダルシフト：

「炭素税を課し、ドアトゥドアでの輸送
手段間の競争でモーダルシフト」

vs
「政策的に低炭素輸送手段に投資し誘
導」
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① 料金水準（運賃・線路使用料）

「消費者・荷主の利用を促す最低限
の料金」

vs
「税にたよらない利用者だけで総費
用を負担する料金」

旅客・貨物会社

インフラ会社

線路
使用料

消費者・荷主

インフラ
サービス

運賃輸送
サービス

総費用

固定費：軌道・橋梁（原価償却費）

輸送量

変動費：電気代・レール修繕費

固定費の割合が大きな鉄道事業
↓

輸送量が増加すると平均費用は減少
↓

1単位の輸送量を増やした時の、追加的
に必要となる費用（限界費用）も少額

２－１ 分析視点：料金水準・ダイヤ配分・モーダルシフト



２－１ 分析視点：料金水準・ダイヤ配分・モーダルシフト

① 料金水準（運賃・線路使用料）

「消費者・荷主の利用を促す最低限
の料金」

vs
「税にたよらない利用者だけで総費
用を負担する料金」

旅客・貨物会社

インフラ会社

線路
使用料

消費者・荷主

インフラ
サービス

運賃輸送
サービス

限界費用：接線の傾き
（1単位の輸送量を増やした時の、
追加的に必要となる費用）
平均費用：総費用／輸送量

総費用

固定費：軌道・橋梁（原価償却費）

輸送量

変動費：電気代・レール修繕費

平均費用=TC1/Ｘ1
Ｘ1

TC1

限界費用:接線の傾き
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参考文献：Rothengatter(2001),’How good is first best?’, Univ of Karlsruhe
European Commission(1998),’Fair Payment For Infrastructure Use’, COM(1998) 466 final
DB Netz(2023),’The Track Access Charges 2023 of DB Netz AG ’

参考ー1 欧州における交通インフラ課金原則

① Rothengatter(2001) 
課金原則の30年サイクル説

（限界費用：交通量1単位増加に

伴って生じる社会的費用）

限界費用課金 限界費用課金

二部料金、総費用回収② European Commission(1998) 
課金の目的：多モードのインフラネットの効率的利用＋課金収入によるインフラ整備

 課金原則：限界費用課金＋インフラ整備のための補完的平均費用課金

（背景として、大型車の外部不経済を内部化する対距離課金の導入・同収入への期待）

鉄道線路使用料：限界費用課金を原則とするが、非弾力的な旅客列車は追加負担。

ルート、時間帯で線路需要は異なるので、それを反映した差別線路使用料

③ DB Netz (2023)
   線路使用料の設定方法の変更（ドイツ）：これまでインフラ関連指標を考慮して定めてき

たが、今後、列車種別（旅客・貨物）・輸送市場（国内・国際）ごとの需要を勘案して設定
（需要プライシング）



2―2 日本・ドイツの線路使用料・ダイヤ配分

22出典：小澤茂樹「新幹線の開業及び延伸に伴う貨物輸送の線路使用問題」 交通学研究（2003）、Rail Net Europe ” Overview 
of priority rules in operation”(2019)、 DB Netz”The Track Access Charges 2023 of DB Netz AG”(2023)を基に筆者作成

旅客サービス 貨物サービス

貨物会社

旅客会社

ダイヤ
配分

インフラサービス

サービス

インフラ

線路
使用料

線路使用料:
JR貨物が鉄道線路を使用することにより追加
的に発生すると認められる経費
（アボイダブルコスト）
「レール修繕」などの変動費について、JR貨物

は列車通過量に比例して負担。

ダイヤ配分:
旅客輸送・保線に大きな影響がでないよう配分

旅客サービス 貨物サービス

貨物会社旅客会社

ダイヤ
配分

インフラサービス

サービス

インフラ

線路
使用料

ダイヤ
配分

線路
使用料

国

線路使用料:
従前は「限界費用課金を原則に旅客列車は
追加負担」、現在は「需要プライシング」
ダイヤ配分の優先度:
１．緊急用列車
２．超高速旅客列車
３．超高速貨物列車
４．高速貨物列車
５．その他列車

ほぼ限界費用？
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参考ー2 ドイツの線路使用料

線路使用料
(€/列車キロ)

都市部 日中運行旅客列車
（最低速度100km/h以下) 5.9

都市部 日中運行旅客列車
（最高速度160km/h以上) 13.6

標準旅客列車(ベーシック) 5.2
夜行旅客列車 2.8
機関車単機/回送列車 2.8
チャーター旅客列車
(イベント旅客列車) 3.6

線路使用料
(€/列車キロ)

標準貨物列車 3.1
重量貨物列車(3000t以上/列車) 4.5
危険物輸送列車(長距離) 3.8
危険物輸送列車(地域内) 2.1
地域内貨物列車 1.9
機関車単機 1.9

①長距離旅客列車

③地域旅客列車
（州によって相違）

②貨物列車

最も線路使用料が高いセグメント
(日中+大都市間を運行する高速旅客列車)

最も線路を摩耗すると思われるセグメント（石炭等）
(列車当たりの重量が3000t以上の貨物列車)

出典：DB Netz “The Track Access Charges 2023 of DB Netz AG” および””DB Netz AG Network Statement (NBN 2023)”を基に筆者作成

線路使用料
(€/列車キロ)

旅客乗車時 回送時

5.2～6.0 2.7～3.5

c.f.  ICE 1 (12両編成)で約780t
ICE 4 (12両編成)で約680t
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2－3 整備新幹線に伴う支援制度：貨物調整金

Ｊ Ｒ 貨 物 並行在来線事業者

鉄道・運輸機構

線路使用料

自己負担分（アボイダブルコスト相当）

貨物調整金相当分

2009～ 新たな設備投資に係る資本費を追加
2011～ 「列車キロ」から「車両キロ」による按分に変更、

 ＪＲからの譲渡資産に係る資本費・固定資産税等を追加

調
整
金
交
付

拡充

【調整金の財源】
2002～ 貸付料
2011～ 機構の特別業務勘定

資本費、固定資産税を
含んだため、限界費用
から乖離

参考：大嶋満「貨物調整金制度の見直しに向けて」立法と調査(2020) 
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2－3 整備新幹線に伴う支援制度：貨物調整金

旅客サービス 貨物サービス

JR貨物

JR旅客会社

ダイヤ
配分

インフラサービス

サービス

インフラ

線路
使用料

旅客
サービス

貨物サービス

並行在来線事業者

インフラサービス

サービス

インフラ

線路
使用料

JR貨物

旅客サービス 貨物サービス

JR貨物

JR旅客会社

ダイヤ
配分

インフラサービス

サービス

インフラ

線路
使用料

旅客
サービス

貨物サービス

並行在来線事業者
（なお、青森県ではインフラは県が保有）

ダイヤ
配分

インフラサービス

サービス

インフラ

線路
使用料

JR貨物現状

提案 限界費用で統一（需要プライシング？）

機会費
用補償

インフラ会社設立（国の支援）

ダイヤ
配分

ダイヤ
配分

線路
使用料

黒崎文雄「北海道新幹線札幌開業に伴う函館本線の運営形態についての一考察」交通と統計(2023)では、鉄運機構と北海道によるインフラ会社設立を提案
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安心・安全、脱炭素のための全国鉄道貨物輸送ネットワーク

JR貨物営業キロ：

７８２９㎞（２０２３年３月）

２０００年から１９００ｋｍ廃止 → 国の支援による全国ネットの堅持・強化

２０００年以降の主な廃止路線
釧網線、仙山線、両毛線、
高山線、山陰線、山口線、
土讃線、予讃線、長崎線

不採算路線の廃止
による経営効率化

横断系路線廃止による冗長度
の低下
 →災害時に 代替ルートがない

安心・安全のため
全国ネットの堅持

物流GX
・ネット強化

水素輸送、
武器・弾薬輸送 施策

新たな目標

脱炭素

10年で倍増

出典：JR貨物ホームページ
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ドイツ（トレーラー） 日本（大型車）

通常
車両

CO2料金
導入後

EV（推計）
通常
車両

エコカー
ディーゼル2020年 2025年 2030年

(１) 税負担(取得段階) 3.250 3.250 12.420 5.954 4.327 2.340 1.890
(２) 税負担(保有段階) 1.555 1.555 0.593 0.593 0.593 0.983 0.919
(３) 税負担(走行段階) 32.664 32.664 42.059 36.531 31.129 14.194 8.854
(４) 税負担計 (１＋２＋３) 37.469 37.469 55.072 43.078 36.049 17.517 11.663
(５) 料金負担(対距離課金) 26.510 ①45.406 0.000 0.282 6.416 20.795 20.795
(６) 税・料金負担計 (４＋５) 63.979 82.874 55.072 43.360 42.465 ③38.312 ③32.458
(７) 車両・燃料価格計 48.782 48.782 97.183 56.414 43.249 50.000 37.961
(８) 合計 (６＋７) 112.761 131.656 152.255 ②99.774 85.714 88.312 70.419

•欧州ではカーボンニュートラル政策の一環として、道路課金の対象としてCO2外部不経済を追加（道路課
金指令（2022））。ドイツは2023年12月より、大型車対距離課金にインフラ、大気、騒音に加え、CO2料金を

追加（料金負担は7割増加①）。2024年から同収入の半分は鉄道予算に充当（これまでは38％）。 2024年
から3.5トン以上課金（これまでは7トン）。2024年料金からの繰り入れは１兆円、鉄道予算は1兆８千億円。

→炭素税だけではモーダルシフトは達成できず？（IEAの推奨炭素価格63ドル／CO2トン（2025年）で
も、東京―大阪間大型トラック（運行経費13万円）の追加負担は6000円程度）

長距離トラックの課税・料金・価格の日独比較(単位：円/km)

出典：早川・味水・根本「欧州における道路貨物輸送分野のカーボンニュートラル政策」日本物流学会全国大会（2023）

参考－3：ドイツ大型車CO２課金収入の鉄道への投資

•EVトラックは2025年以降、電費効率が改善し、合計負担額はディーゼルトラックを下回る②と予測。
•相対的に、日本の税・料金負担は低い③。
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3－1 分析枠組：物流生産性向上・脱炭素

価格
（デフレ）

物流
コスト

運賃

総合物流施策大綱(2021-2025)
物流の付加価値労働生産性を

2025年までに20%向上

＋＋
ドライ

バー賃金

＋

＋：正の因果関係
（増えれば（減れば）、増える（減る）

ー：負の因果関係
（増えれば（減れば）、減る（増える）

人手不足

ー
運べない

危機

＋

ドライ
バー労働

時間

ー

2024年

労働規制
強化

ー

≠

２つの労働生産性：
付加価値労働生産性＝付加価値（売上―費用）／労働時間

物的労働生産性＝輸送トンキロ／労働時間
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（デフレ）
価格

（インフレ）

物流
コスト

運賃
ドライ

バー賃金
人手不足

ー

運べない
危機

＋

ドライ
バー労働

時間

ー

2024年

労働規制
強化

ー荷主への
規制強化

荷役・荷
待ち時間

削減

物的労働
生産性向上

＋

＋ ー

ー

＋＋ ＋

＋

適正な
運賃

＋ ＋

3－1 分析枠組：物流生産性向上・脱炭素

＋
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（デフレ）
価格

（インフレ）

物流
コスト

運賃
ドライ

バー賃金
人手不足

運べない
危機

＋

ドライ
バー労働

時間

ー

2024年

労働規制
強化

ー荷主への
規制強化

荷役・荷
待ち時間

削減

物的労働
生産性向上

＋

＋ ー

ー

＋＋ ＋

＋

鉄道・内航への
モーダルシフト

＋

政府・荷主・物流事業者
が中長期計画でコミットし、

協調した投資を促進

＋

適正な
運賃

＋ ＋

3－1 分析枠組：物流生産性向上・脱炭素

ー

＋



GXを実現するための

物流インフラ投資

（GX推進戦略？）

32

（デフレ）
価格

（インフレ）

物流
コスト

運賃
ドライ

バー賃金
人手不足

運べない
危機

＋

ドライ
バー労働

時間

ー

2024年

労働規制
強化

ー
荷主への
規制強化

荷役・荷
待ち時間

削減

物的労働
生産性向上

＋

＋
ー

ー

＋＋ ＋

＋

鉄道・内航への
モーダルシフト

＋
政府・荷主・物流事業者

が中長期計画でコミットし、
協調した投資を促進

＋

適正な
運賃

＋ ＋

脱炭素

＋

3－1 分析枠組：物流生産性向上・脱炭素

ー

＋
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東京

仙台

福岡

札幌

大阪

断面C

断面A

断面D

断面E

断面F

断面B

国道1号線
東名道・新東名道
東海道本線
東海道新幹線
リニア新幹線（東京―大阪2045年
開業予定）

断面Ｅ

国道5号線
道央道
函館本線
北海道新幹線（2030年開業予定)

断面Ａ

津軽海峡線
北海道新幹線

断面Ｂ

国道４号線
東北道・三陸道
ＩＧＲいわて銀河鉄道
東北新幹線

断面Ｃ

国道４号線・6号線
東北道・常磐道
東北本線・常磐線
東北新幹線

断面Ｄ

国道2号線
山陽道・中国道
山陽本線
山陽新幹線

断面Ｆ

3―2 他モードとの連携によるボトルネックの解消

紫字下線ーボトルネック区間
赤字ー混雑区間
黒字ー低利用区間

札幌―福岡間 ボトルネック区間・低利用区間
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東京

仙台

福岡

札幌

苫小牧

大阪
吹田

断面C

断面A

断面D

断面E

断面F

断面B

JR貨物

太平洋フェリー
（手配：日通)

JR貨物
新東名自動運転トラック

札幌―福岡間 ボトルネック区間・代替輸送 紫字下線ーボトルネック区間
赤字ー混雑区間
黒字ー低利用区間

国道1号線
東名道・新東名道
東海道本線
東海道新幹線
リニア新幹線（東京―大阪2045年
開業予定）

断面Ｅ

津軽海峡線
北海道新幹線

断面Ｂ

貨物新幹線津軽海峡線
北海道新幹線

断面Ｂ

東京―福岡間 ＝ 新東名自動運転トラック ＋ 山陽線JR貨物

東京―札幌間
＝ 日本海フェリー ＋ 東北線・常磐線JR貨物

東京―札幌間
＝ 貨物新幹線 ＋ 東北線・常磐線JR貨物

3―2 他モードとの連携によるボトルネックの解消
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東京

仙台

福岡

札幌

大阪

断面C

断面A

断面D

断面E

断面F

断面B

国道5号線
道央道
函館本線
北海道新幹線（2030年開業予定)

断面Ａ

国道４号線
東北道・三陸道
ＩＧＲいわて銀河鉄道
東北新幹線

断面Ｃ

札幌―福岡間 低利用区間・インフラ維持困難区間

紫字下線ーボトルネック区間
赤字ー混雑区間
黒字ー低利用区間

整備新幹線の供用
↓

断面総輸送容量増
↓

供給超過・インフラ維持困難
↓

持続可能な交通システムの確立

3―2 他モードとの連携によるボトルネックの解消
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東京・福岡間の宅配貨物輸送手段の比較を通じて

羽田クロ
ノゲート

福岡
ベース

①単車（41％）

②トレーラー（29％）

JR貨物

東京ター
ミナル

JR貨物

福岡ター
ミナル

③鉄道（20％）

横須賀港新門司港
④フェリー（10％）

羽田
空港

北九州
空港

⑥航空

⑤ダブル連結トラック

中継
エリア

⑦高速道路自動運転トラック

羽田クロノゲート：ヤマト運輸の関東での最大物流拠点

図中、実線は現在利用されている輸送手段（カッコ内数値は分担率）、破線は導入予定の輸送手段

比較する指標は、①所要時間、②労働生産性、③CO2排出量、④運行コスト

中継
エリア

中
継

出典：加藤・根本他（2022）「東京・福岡間の宅配貨物輸送手段の比較」日本海運経済学会全国大会

3－3 鉄道へのモーダルシフトによる物流労働生産性の向上・脱炭素

JR貨物

大阪ター
ミナル ⑧高速道路自動運転トラック＋鉄道
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鉄道  貨車26両編成

31ﾌｨｰﾄｺﾝﾃﾅ：ロールボックスパレット16本/個

羽田CGB
22：15

トラック出発

東京貨タ
22：07 トラック着
22：57 受付〆切

積付検査・出発線への貨車移動

23：56 発車

福岡貨タ
17：48 到着

荷役線への貨車移動
18：10 引渡開始

18：22 トラック発車

福岡B
18：38 

トラック到着

列車番号
1051

26両編成

コンテナへのRBP積込 東京貨タへのトラック輸送 トップリフターで貨車へ積込



羽田CGB
21：00 出発

関東中継エリア
（横浜青葉ICで設定）
21：27 トレーラー到着

ドライバー：トレーラー切り離し
支援会社：ﾄﾚｰﾗｰ接続・運行準備

21：43 出発

北部九州中継エリア
（福岡ICで設定）

翌10：49 トレーラー到着
支援会社：トレーラー切り離し
ドライバ－：トレーラー接続

11：06 出発

福岡B
11：08 到着

自動運転運行 支援会社 指令センター
NEXCO・OEM・システム企業、常時 19名

監視8名、緊急対応4名、物流事業者対応（予約、到着時刻連絡）7名

北部九州
中継エリア

関西
中継エリア

関東
中継エリア

断面交通量
上り200台
下り200台

断面交通量
上り600台
下り600台

支援会社
出張所

支援会社
出張所

支援会社
出張所

新東名・新名神中国縦貫（または山陽道）

常時  8名 
監視 2名

緊急対応 2名
物流事業者対応 2 名

トラクター着脱 2名

常時  18名 
監視 2名

緊急対応 4名
物流事業者対応 4 名

トラクター着脱 8名

常時 16名 
監視 2名

緊急対応 2名
物流事業者対応 4 名

トラクター着脱 8名

高速道路直結施設

で、マニュアルトレー
ラーから、自動運転
トレーラーに交換

高速道路直結施設

で、自動運転トレー
ラーから、マニュア
ルトレーラーに交換

マニュアル
運転

LEVEL4
自動運転

マニュアル
運転

LEVEL4
自動運転

自動運転の運行及び運行支援会社



自動運転+鉄道（貨車26両編成）
31ﾌｨｰﾄｺﾝﾃﾅ：ロールボックスパレット 16本/個

大阪貨タ始発
列車番号63のダイヤベース

自動運転：早期実用化可能性の高い東名阪

 鉄  道  ：線路容量に、比較的余裕のある
阪神・福岡間

の組み合わせ。

 JR貨物の大阪貨物ターミナルに、近畿自動
車道に直結型する自動運転の中継エリアを
新設して接続。

鉄

道

自
動
運
転

有
人
運
転

有
人
運
転

福岡貨物
ターミナル

16：10 列車着
16：44 ﾄﾗｯｸ発

関東中継
エリア

（横浜青葉IC）

21：27 着
21：43 発

羽田CGB

21：00 出発

関西中継エリア
（JR大阪貨物ﾀｰﾐﾅﾙ）

翌03：36トラック着
05：34 列車発

福岡B

17：00 到着

新東名・新名神経由

Googleマップを元に作成

出典：NX商事HP

出典：国土交通省HP



５．評価結果

８つの輸送手段について、４つの指標評価を行った結果

（B．労働生産性指標 LPI/P、C．CO2排出量、D．運行コストについては、１RBPあたり。）

幹線区間の輸送手段

輸送単位

ロールボックスパレット本数/台（個） 本/台 本/台 本/コンテナ 本/台 本/編成 16 本/台 本/台 本/コンテナ

1,077.9 1,077.9 1,198.9 1,102.0 1,080.3 1,032.9 1,075.9 1,154.6

幹線輸送機関 1,077.9 1,077.9 1,184.8 976.0 1,080.3 958.0 1,048.5 649.8

その他輸送機関 0.0 0.0 14.1 126.0 0.0 74.9 27.4 504.8

A.所要時間 0 日と 15:15 0 日と 15:02 0 日と 20:23 1 日と 0:14 0 日と 15:31 0 日と 6:54 0 日と 14:08 0 日と 20:00

（羽田CGB出発～福岡B到着） 1.00 0.99 1.34 1.59 1.02 0.45 0.93 1.31
羽田CGB 出発 1 日目 21:00 1 日目 21:00 1 日目 22:15 1 日目 22:00 1 日目 21:00 1 日目 21:00 1 日目 21:00 1 日目 21:00

福岡B 到着 2 日目 12:15 2 日目 12:02 2 日目 18:38 2 日目 22:14 2 日目 12:31 2 日目 3:54 2 日目 11:08 2 日目 17:00

B．労働生産性指標　LPI / P 1,142 1,739 12,270 8,457 2,672 1,078 17,138 7,734

(本・km／人時) 1.00 1.52 10.74 7.40 2.34 0.94 15.00 6.77
C．CO2排出量（kg-CO2/本） 43.06 35.32 8.84 13.68 24.37 396.86 35.25 26.01

1.00 0.82 0.21 0.32 0.57 9.22 0.82 0.60
D．運行コスト（円/本） ¥8,509 ¥7,154 ¥8,241 ¥7,289 ¥5,033 ¥5,068 ¥10,144

　
 宅配事業者が、自社の車両・ドライバーで
実運行する前提での支払い費用 1.00 0.84 0.97 0.86 0.59 9.55 0.60 1.19

高速道路料金（大口・多頻度割適用） ¥1,138 ¥1,250 ¥0 ¥232 ¥800 ¥66 ¥994 ¥798

燃料油費（軽油ローリー価格） ¥2,213 ¥1,815 ¥31 ¥228 ¥1,253 ¥154 ¥1,812 ¥2,526

支払運行費（鉄道・フェリ－・航空機・無人運行） － － ¥7,710 ¥6,143 － ¥63,525 ¥374 ¥5,078

運行人件費（除 支払運行費包含分） ¥3,878 ¥2,546 ¥286 ¥430 ¥1,664 ¥17,386 ¥130 ¥323

トラック車両・コンテナ費 ¥808 ¥1,033 ¥209 ¥191 ¥853 ¥56 ¥1,206 ¥1,031

　同上　修理・消耗品費 ¥472 ¥510 ¥6 ¥65 ¥463 ¥33 ¥552 ¥387

③ 鉄道

31ftコンテナ

16

鉄道

トラック

特大大型 特大大型特大特大特大

無人

有人

38 24

20㌧積 トレーラー

⑤道路/ﾀﾞﾌﾞﾙ連結ﾄﾗｯｸ ⑥航空機

輸送距離(km)

20㌧積 トレーラー ダブル連結トラック

¥81,220

④ フェリー

10㌧積 単車陸
上
分

20㌧積 トレーラー31ftコンテナ10㌧積 単車

16 24 16 22

⑦ 道路/自動運転ﾄﾗｯｸ① 道路/単車 ② 道路/ﾄﾚｰﾗｰ ③ 鉄道
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推計結果

①
単車

②
ﾄﾚｰﾗｰ

③
鉄道

④
フェリー

⑤
ﾀﾞﾌﾞﾙ連結

⑥
航空機

⑦
自動運転

⑧
自動+
鉄道

A．所要時間 1.00 0.99 1.34 1.59 1.02 0.45 0.93 1.31
B．労働生産性 1.00 1.52 10.74 7.40 2.34 0.94 15.00 6.77
C．CO2排出量 1.00 0.82 0.21 0.32 0.57 9.22 0.82 0.60 
D．運行コスト 1.00 0.84  0.97 0.86 0.59 9.55 0.60 1.19

代替的輸送手段の評価

①
単車

②
ﾄﾚｰﾗｰ

③
鉄道

④
フェリー

⑤
ﾀﾞﾌﾞﾙ連結

⑥
航空機

⑦
自動運転

⑧
自動+
鉄道

A．所要時間 ▲ ◎

B．労働生産性 ◎ ◎ ○ ◎ ◎

C．CO2排出量 ◎ ◎ ○ ▲ ○

D．運行コスト ○ ▲ ○

出典：加藤、根本（2024）「貨物鉄道・フェリー・自動運転トラックによるインターモーダル輸送の評価」物流問題研究、投稿予定
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まとめ

1. 鉄道貨物輸送が担ってきた役割

明治：輸出産業の振興（生糸・綿糸・絹織物）

戦前・戦後：国内産業の原材料・エネルギー供給（石炭）

民営化後：コンテナによる消費財・小口貨物輸送（食料工業品・積合せ貨物）

2. 鉄道貨物輸送を支える制度

線路使用料（アボイダブルコスト・貨物調整金）：原則として限界費用で統一

ダイヤ配分の対価：ＪＲ貨物からＪＲ旅客へ機会費用補償

並行在来線のインフラ：国が支援するインフラ会社が保有

3. 社会の要請に応える鉄道貨物輸送

「物流2024年問題」：高い労働生産性の鉄道貨物輸送の利活用

輸送量倍増・脱炭素：短期的には鉄道ボトルネック区間の迂回、

長期的には政府による鉄道インフラ投資で輸送量倍増


	スライド番号 1
	発表内容
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	発表内容
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	発表内容
	スライド番号 29
	スライド番号 30
	スライド番号 31
	スライド番号 32
	スライド番号 33
	スライド番号 34
	スライド番号 35
	スライド番号 36
	スライド番号 37
	スライド番号 38
	スライド番号 39
	スライド番号 40
	スライド番号 41
	スライド番号 42

